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１. 13年  3月期の連結業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 13年 3月 31日）
(1)連結経営成績

売    上    高 営  業  利  益 経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年  3月期 464,340 △ 3.2 13,130 12.5 13,197 24.0

12年  3月期 479,761 - 11,669 - 10,644 -

  当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期
純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

13年  3月期 1,219 - 7.67 - 0.7 2.0 2.8

12年  3月期 △ 5,633 - △ 34.58 - △ 3.5 1.6 2.2

(注)①持分法投資損益 13年  3月期              863 百万円          12年  3月期              190 百万円

     ②期中平均株式数（連結）　13年  3月期   159,095,684 株　　　12年  3月期   162,909,933 株

     ③会計処理の方法の変更 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

     ⑤平成12年3月期は、連結財務諸表作成初年度のため、対前期増減率については記載しておりません。

　　  また、平成12年3月期の株主資本当期純利益率及び総資本経常利益率については、期末残高により算出しております。

(2)連結財政状態
総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年  3月期 645,756 175,292 27.1 1,101.81

12年  3月期 652,672 160,975 24.7 1,011.82

(注)期末発行済株式数（連結）　13年  3月期   159,095,722 株　　　12年  3月期   159,094,917 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による　　　　投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物
キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

13年  3月期 10,512 △ 5,769 △ 7,570 63,953

12年  3月期 27,347 320 △ 15,627 66,768

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  6　社   持分法適用非連結子会社数　4　社   持分法適用関連会社数　2　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）   -  　社  （除外）   -  　社   持分法（新規）   -  　社  （除外）　   -  　社

２. 14年  3月期の連結業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　 売　　上　　高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中間期 154,000 △ 4,800 △ 3,000

通　　期 455,000 8,000 4,000

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   25 円 14 銭 

（注）百万円未満切捨表示
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企業集団の状況

　当社グループは、当社、子会社１４社及び関連会社６社で構成され、建設事業及び不動産事業等を主な事業の

内容としております。当社グループの事業に係わる位置付け及び事業の種類別セグメントとの関係は、次のとお

りであります。なお、次の２部門は事業の種類別セグメントと同一の区分であります。

［建 設 事 業      ］

　　当社は総合建設業を営んでおり、子会社である光が丘興産（株）他４社及び関連会社の前田道路（株）他２

　社が同一の建設事業を営んでおり、当社が工事を施工するに当たり一部について施工協力を行なっており、             

　（株）前田製作所他１社が建設用資機材の納入を行なっております。

［その他の事業］

　　当社は開発事業を営んでおり、子会社である正友地所（株）他１社が不動産の販売及び賃貸事業を行なって

　おります。また、子会社である（株）前田製作所が建設機械の販売・製造を、フジミ工研（株）がコンクリー

　ト二次製品の製造・販売を主な事業の内容としているほか、関連会社の（株）光邦は印刷業を営んでおります。

　　

　　事業の系統図は次のとおりであります。

得　　　　　　意　　　　　　先

工
事
施
工

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 資機材販売他

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事施工

　　（注）無印は連結子会社６社、※１は非連結子会社で持分法適用会社４社、※２は非連結子会社で持分法

　　　　　非適用会社４社、※３は関連会社で持分法適用会社２社、※４は関連会社で持分法非適用会社４社

　　　　　であります。
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当　　　　　　　　　社

　　　　　　　　　建　設　事　業　　　　　　　　　　　　開発事業

　　［建　設　事　業］
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　光が丘興産（株）

　フジミビルサービス（株）

　（株）ミヤマ工業

　その他２社　　 ※１

（関 連 会 社）
　前田道路（株）※３

　その他２社　　※４
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　　［そ の 他 の 事 業］
（子　 会　 社）
　（株）前田製作所

　フジミ工研（株）

　正友地所（株）
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　その他２社　※４
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関係会社の状況

名 称 住 所 資本金 主要な事業の 内 容
議決権の
所有割合 関 係 内 容 摘要

（連 結 子 会 社） 百万円 ％

 ㈱ 前 田 製 作 所         長野県長野市       3,160 その他の事業    50.3 (  8.3)

当社は建設用機械等を購
入、賃借している。
役員の兼任等…… 有

※１
※２

 光 が 丘 興 産 ㈱         東京都千代田区 1,054 建設事業、その他の事業
   67.9
 ( 44.5)

当社より建設工事を受注し
ている。当社は建設用資機
材を購入、賃借している。
役員の兼任等…… 有

※１

 フ ジ ミ 工 研 ㈱         東京都千代田区 250 その他の事業    83.3 ( 33.3)

当社は建設用資材を購入し
ている。
役員の兼任等…… 有

　

 フジミビルサービス㈱ 東京都千代田区 100 建 設 事 業        100.0 ( 50.0)

当社より建設工事を受注し
ている。当社施設のビル管
理等を行なっている。
役員の兼任等…… 有

　

 正 友 地 所 ㈱         東京都千代田区 50 その他の事業   100.0 (  3.6)

当社グループの不動産開発
を行なっている。
役員の兼任等…… 有

　

 ㈱ ミ ヤ マ 工 業         東京都千代田区 25 建 設 事 業        100.0 ( 50.0)

当社より建設工事を受注し
ている。
役員の兼任等…… 有

　

(持分法適用関連会社) 百万円 ％

 前 田 道 路 ㈱          東京都品川区       19,350 建設事業、その他の事業
   20.4
 (  0.0)

当社より舗装工事等の建設
工事を受注している。
役員の兼任等…… 無

 ※２

 ㈱　　　光　　　邦 東京都千代田区 100 その他の事業    40.7 ( 15.0)

当社より印刷、製本等を受
注している。
役員の兼任等…… 無

　

（注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。

　　　２．※１：特定子会社に該当する。

　　　３．※２：有価証券報告書を提出している。なお、㈱前田製作所は株式を日本証券業協会に店頭上場し、

　　　　　前田道路㈱は株式を東京証券取引所市場第一部に上場している。

　　　４．議決権の所有割合の（ 　）内は、間接所有割合で内数である。
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経　営　方　針

１．会社の経営の基本方針

　　当社は、創業以来「誠実」「意欲」「技術」を社是とし、「  良い仕事をして顧客の信頼を得る」を基本理念と

　した、品質至上と顧客最優先のもと、顧客と地域社会に信頼感・安心感・満足感を与える品質を提供すること

　を創業理念としております。また、事業を通して常に社会に意義ある貢献をするため、「ＭＡＥＤＡ行動規範」

　を定め、株主・ 投資家に理解と共感を得る開かれた経営を目指しております。

　

２．会社の利益配分に関する基本方針

　　利益配分につきましては、株主の皆様に長期的な安定配当を行なうとともに、将来の事業展開に備えるため、

　内部留保に努めることを利益配分の基本方針としております。内部留保資金につきましては、新技術の開発お

　よび将来の事業展開に備えるための原資として有効に活用していく予定であります。

３．中長期的な会社の経営戦略

　　当社におきましては、マーケットインの発想をより一層強めた、「お客様の“最適”を、“Ｓｐｅｅｄ（スピ

　ード）＆Ｖａｌｕｅ（バリュー）”で実現する企業」をトップビジョンとした次の基本戦略と基本施策を掲げ、

　ステークホルダーから評価される経営を推進しております。

　（１）ビジョン実現の基本戦略

　　　①「Ｓｐｅｅｄコンセプト（メリットある速さの創造）」による“お客様にとっての最適”の提供

　　　②「Ｖａｌｕｅコンセプト（お客様の信頼を醸成する価値の創造）」に基づくエンジニアリングの展開によ

　　　　る“お客様にとっての最適”の提供

　（２）基本施策

　　　①エンジニアリング関連事業、リテール事業の重点展開等、重点事業の方向性と戦略展開基盤の整備

　　　②施工競争力の向上、エンジニアリング事業領域の拡張、マネジメント能力の強化等を重点とした土木・

　　　　建築事業の展開

４．会社の経営管理組織の整備等(コーポレート・ガバナンスの充実)に関する施策
　　経営改革の一環として、経営の意思決定の迅速化と業務執行の責任を明確化するため、平成１２年６月より

　取締役の大幅な減員と執行役員制度の導入を行ないました。これにより、グループを含めた経営戦略の決定や

　業務執行の監督機能の強化を図るとともに、各担当分野での迅速な業務執行が行なえる経営体制を整えました。

５．会社の対処すべき課題

　当社は、時価会計など新会計基準への対応を積極的に進めた財務力を生かし、他社との差別化を図り、次世

代につなぐ攻めの経営を推進し、受注の確保、利益の確保などに引き続き取り組むとともに、新たなビジネス

モデルの展開に努めてまいります。また、ものづくりの原点に立ち、施工・技術・環境など各分野での品質を

　充実させ、当社固有の技術力・品質力・ノウハウを顧客志向で発揮し、「お客様の“最適”を、“Ｓｐｅｅｄ（ス

　ピード）＆Ｖａｌｕｅ（バリュー）”で実現する企業」として、より一層の社業の発展に努めてまいります。
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経　営　成　績

１．当期の概況

当期におけるわが国経済は、景気拡大を続けてきた米国経済が減速傾向を鮮明とするなか、財政・金融政策

　の効果、事業の再構築による企業収益の改善など一部に明るさがみられましたものの、失業率は高水準で推移

　し、所得・雇用環境に目立った改善がないことから、個人消費も低迷が続く状況にありました。また年度後半

　には、物価の下落とともに生産・輸出が落ち込み、株式市場も低迷するなど、景気は総じて後退局面にありま

　した。

当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の主たる事業の建設業界におきましては、公共投資

　は財政事情の悪化や公共事業の見直しにより、国および地方自治体ともに前年を下回り、民間設備投資はＩＴ

　（情報技術）関連の製造業、不動産業界でのマンション建設に堅調さがみられましたが、企業は過剰債務の返

　済などバランスシート調整を重視し、景気の先行きに対する不透明感も払拭されないことから、積極的な投資

　は手控えるなど、引き続き厳しい受注環境にありました。

このような情勢のもと、当社は第５４期に掲げた「経営３カ年計画」の業績目標を概ね達成するとともに、

　エンジニアリング機能の強化、大型再開発事業の単独受注並びに国内初の本格的ＰＦＩ事業への参画など、積

　極的な営業活動を展開してまいりました。また、グループ各社におきましても、厳しい経営環境のなか懸命な

　努力を重ねてまいりました。

　　当期の業績につきましては、以下のとおりになりました。

（１）売上について

　　　当期の連結ベースの売上高は、事業の種類別では建設事業が前期比２．０％減の４，１６１億円余、そ

　　の他の事業が同１２．８％減の４８２億円余となり、合計で前期比３．２％減の４，６４３億円余となり

　　ました。当社単体での売上高（完成工事高）につきましては、前期比１．６％減の４，０９１億円余となり

　　ました。

（２）利益について

　　　当期の連結ベースの利益は、経常利益が前期比２４．０％増の１３１億円余、当期純利益は前期の５６億

　　円余の損失から１２億円余の黒字へと転換いたしました。当社単体での利益につきましては、経常利益は「経

　　営３カ年計画」の最終年度の業績目標である１００億円を超える１１６億円余で前期比２２．８％増となり、

　　当期純利益は２０億円余の利益を確保いたしました。

（３）キャッシュ・フローについて

　　　当期の営業活動によるキャッシュ・フローは１０５億円余となり、投資活動によるキャッシュ・フローは、

　　固定資産の取得などにより△５７億円余となり、財務活動によるキャッシュ・フローは、有利子負債の返済

　　により△７５億円余となりました。以上の結果、当期における連結ベースの現金及び現金同等物は、前期に

　　比べ２８億余減少し、期末残高は６３９億円余となりました。

（４）事業の種類別セグメントの状況について

　　①　建設事業

　　　　建設事業は、当社が大半を占めており、当社を中心に積極的な営業活動を展開してまいりましたが、売

　　　上高は前期比２．０％減の４，１６１億円余となり、営業利益につきましては、販売費及び一般管理費の

　　　低減などにより、前期比２６．３％増の１３８億円余となりました。

　　②　その他の事業

　　　　その他の事業は、建設事業に関連する事業を中心にサービス業まで幅広く展開しており、厳しい事業環

　　　境のなか、売上高は前期比１２．８％減の４８２億円余となり、営業利益につきましては、㈱前田製作所

　　　の利益の落ち込みなどにより、前期比９６．２%減の５４百万円余となりました。
（５）株主配当金について

　　　当期の株主配当金につきましては、当初予定のとおり１株につき９円とさせていただきます。
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２．次期の見通し

  今後の見通しにつきましては、政府の規制緩和・構造改革を盛り込んだ緊急経済対策の早期具体化や日本銀
行の一段の量的金融緩和措置などにより、景気回復に期待がもたれますが、公共投資は厳しい財政事情から引

き続き縮減が見込まれ、民間設備投資は企業の業績見通しに明るさがみられないことから抑制傾向にあり、好

況であったマンション建設も供給過剰や価格競争激化が予測され、当期に増して厳しい受注環境が予想されま

す。また、建設業界は建設市場縮小による競争の激化のなか、価格競争力、施工品質など技術力とともに、財

務の健全性はますます重視されるものと推察されます。

　　次期の業績予想につきましては、以下のとおり見込んでおります。

（１）受注について

　　　次期の当社単体での受注高につきましては、建築工事が当期比８．４％減の２，２００億円、土木工事が

　　同４．０％増の１，８００億円、合計で当期比３．２％減の４，０００億円を見込んでおります。

（２）売上について

　　　次期の連結ベースの売上高は、当期比２．０％減の４，５５０億円を見込んでおります。当社単体での売

　　上高（完成工事高）につきましては、建築工事が当期とほぼ同額の２，３５０億円、土 木 工 事 が 当 期 比           

　　５．３％減の１，６５０億円、合計で当期比２．２％減の４，０００億円を見込んでおります。

（３）利益について

　　　次期の連結ベースの利益は、経常利益が当期比３９．４％減の８０億円、当期純利益は前期比２２８．１％

　　増の４０億円を見込んでおります。

（４）株主配当金について

　　　次期の株主配当金につきましては、当期同様に１株につき９円を予定しております。
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６

連結財務諸表等

比較連結貸借対照表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

当連結会計年度

（ Ｈ１３．３．３１現在 ）

前連結会計年度

（ Ｈ１２．３．３１現在 ）
増　　減　　　　　　　　期　別

科　目 　　金　　　額 　　％ 　　金　　　額 　　％ 金　　額

【資　産　の　部】 【６４５，７５６】 【100.0】 【６５２，６７２】 【100.0】 【　　△６，９１５】

［流 動 資 産        ］ ［４６０，６２７］ ［ 71.3］ ［４９４，０７１］ ［ 75.7］ ［　△３３，４４４］

　現 金 預 金          　　６４，７０５ 　　６７，９５８ 　　　△３，２５３

　受取手形・完成工事未収入金等 　１０４，０４７ 　　９９，１９０ 　　　　４，８５６

　有 価 証 券          　　　　　　　－ 　　１０，４６７ 　　△１０，４６７

　販 売 用 不 動 産          　　１３，３９６ 　　１４，４９８ 　　　△１，１０１

　未 成 工 事 支 出 金          　２２８，７７４ 　２４５，２６３ 　　△１６，４８９

　その他たな卸資産          　　　４，０３５ 　　　３，９７４ 　　　　　　　６０

　繰 延 税 金 資 産          　　１４，１１９ 　　１６，５４１ 　　　△２，４２２

　そ の 他 流 動 資 産          　　３５，２７８ 　　３９，７４５ 　　　△４，４６６

　　 貸 倒 引 当 金        　　△３，７２９ 　　△３，５６９ 　　　　△１６０

［固 定 資 産        ］ ［１８５，１２９］ ［ 28.7］ ［１５８，５０２］ ［ 24.3］ ［　　２６，６２７］

（有 形 固 定 資 産         ） （　８８，０１０） （ 13.6） （　８６，３０４） （ 13.2） （　　　１，７０６）

　建 物 ・ 構 築 物          　　４３，７２０ 　　４３，２１４ 　　　　　　５０５

　機械・運搬具・工具・器具備品 　　　８，２４７ 　　　９，７３６ 　　　△１，４８９

　土 地          　　３５，８２１ 　　３３，２８２ 　　　　２，５３８

　建 設 仮 勘 定          　　　　　２２２ 　　　　　　７１ 　　　　　　１５０

（無 形 固 定 資 産         ） （　　１，０９４） （  0.2） （　　　　８９５） （  0.1） （　　　　　１９９）

（投 資 等         ） （　９６，０２４） （ 14.9） （　７１，３０２） （ 10.9） （　　２４，７２１）

　投 資 有 価 証 券          　　７５，４９０ 　　３９，１０３ 　　　３６，３８６

　長 期 貸 付 金          　　　６，６３９ 　　　３，９６２ 　　　　２，６７７

　破産債権、更生債権等          　　１０，１１１ 　　１５，０６２ 　　　△４，９５０

　繰 延 税 金 資 産          　　　６，００３ 　　１７，９１０ 　　△１１，９０６

　そ の 他 投 資 等          　　１０，４３２ 　　１０，９９１ 　　　　　△５５９

　　 貸 倒 引 当 金        　△１２，６５３ 　△１５，７２７ 　　　　３，０７３

［為替換算調整勘定］ ［　　　　　　－］ ［   －］ ［　　　　　９８］ ［  0.0］ ［　　　　　△９８］

　資 　産 　合　 計 　６４５，７５６ 　100.0 　６５２，６７２ 　100.0 　　　△６，９１５
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７

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

当連結会計年度

（ Ｈ１３．３．３１現在 ）
前連結会計年度

（ Ｈ１２．３．３１現在 ）
増　　減　　　　　　　　期　別

科　目 　　金　　　額 　　％ 　　金　　　額 　　％ 金　　額

【負　債　の　部】 【４６４，１５２】 【 71.9】 【４８３，１２１】 【 74.0】 【　△１８，９６８】

［流 動 負 債        ］ ［３９３，５２７］ ［ 60.9］ ［４０７，８８０］ ［ 62.5］ ［　△１４，３５３］

　工 事 未 払 金 等          　　８９，６６４ 　　８８，０８６ 　　　　１，５７８

　短 期 借 入 金          　　５４，２０５ 　　５９，４９２ 　　　△５，２８７

　一年以内償還の社債          　　１０，０００ 　　　６，５００ 　　　　３，５００

　未 払 法 人 税 等          　　　　　４８６ 　　　　　３７４ 　　　　　　１１２

　未 成 工 事 受 入 金          　２０４，７７７ 　２１９，８２２ 　　△１５，０４５

　修 繕 引 当 金          　　　１，１６８ 　　　１，２０２ 　　　　　　△３３

　完成工事補償引当金          　　　　３４３ 　　　　３４９ 　　　　　　△６

　そ の 他 流 動 負 債          　　３２，８８１ 　　３２，０５２ 　　　　　　８２８

［固 定 負 債        ］ ［　７０，６２５］ ［ 10.9］ ［　７５，２４０］ ［ 11.5］ ［　　△４，６１４］

　社　　　　　　　　債 　　　９，０００ 　　１９，０００ 　　△１０，０００

　転 換 社 債          　　　８，２０９ 　　　８，２０９ 　　　　　　　　－

　長 期 借 入 金          　　１４，２１２ 　　　８，３２２ 　　　　５，８８９

　退 職 給 与 引 当 金          　　　　　　　－ 　　１９，８０１ 　　△１９，８０１

　退 職 給 付 引 当 金          　　３３，０４９ 　　　　　　　－ 　　　３３，０４９

　役員退職慰労引当金          　　　　　５３３ 　　　　　５５２ 　　　　　　△１８

　調整年金過去勤務費用

　未 払 金          
　　　　　　　－ 　　１４，２９８ 　　△１４，２９８

　そ の 他 固 定 負 債          　　　５，６２０ 　　　５，０５５ ５６４

【少数株主持分       】 【　　６，３１１】 【  1.0】 【　　８，５７５】 【  1.3】 【　　△２，２６４】

　少 数 株 主 持 分          　　　６，３１１ 　　　８，５７５ 　　　△２，２６４

【資　本　の　部】 【１７５，２９２】 【 27.1】 【１６０，９７５】 【 24.7】 【　　１４，３１７】

［資 本 金        ］ ［　２３，４５４） ［  3.6］ ［　２３，４５４） ［  3.6］ ［　　　　　　　－］

［資 本 準 備 金        ］ ［　３１，５７９］ ［  4.9］ ［　３１，５７９］ ［  4.8］ ［　　　　　　　－］

［連 結 剰 余 金        ］ ［１１３，１８１］ ［ 17.5］ ［１１３，７２５］ ［ 17.4］ ［　　　　△５４４］

［その他有価証券評価差額金］ ［　１４，９１５］ ［  2.3］ ［　　　　　　－］ ［  － ］ ［　　１４，９１５］

［為替換算調整勘定］ ［　　　　△５４］ ［△0.0］ ［　　　　　　－］ ［  － ］ ［　　　　　△５４］

［自 己 株 式        ］ ［　　　　　△０］ ［△0.0］ ［　　　　　△０］ ［△0.0］ ［　　　　　　△０］

［子会社の所有する親会社株式］ ［　△７，７８４］ ［△1.2］ ［　△７，７８４］ ［△1.2］ ［　　　　　　　－］

負債・少数株主持分及び資本合計 　６４５，７５６ 　100.0 　６５２，６７２ 　100.0 　　　△６，９１５
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８

比較連結損益計算書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度

( Ｈ12.4.1～Ｈ13.3.31 ) ( Ｈ11.4.1～Ｈ12.3.31 )
　　　　　増　　減　　　　　　　　　　　　期　別

科　目 　　金　　額 　％ 　　金　　　額 　％ 　　金　　額 　　％

（経　常　損　益　の　部） 　

営 業 損 益           　

　売 上 高           　４６４，３４０ 100.0   ４７９，７６１ 100.0  △１５，４２０  △3.2
　　完 成 工 事 高            　４１６，１２７ 　４２４，５００  　△８，３７２
　　開 発 事 業 等 売 上 高            　　４８，２１３ 　　５５，２６１ 　 △７，０４７
　売 上 原 価           　４１６，４７８  89.7 　４２９，９０８  89.6  △１３，４２９  △3.1

　　完 成 工 事 原 価            　３７４，０８７ 　３８２，１６１ 　 △８，０７３
　　開 発 事 業 等 売 上 原 価            　　４２，３９１ 　　４７，７４７ 　 △５，３５６
　　　売 上 総 利 益           　　４７，８６１  10.3 　　４９，８５２  10.4  　△１，９９０  △4.0
　　完 成 工 事 総 利 益            　　４２，０３９ 　　４２，３３８ 　 　　△２９９
　　開発事業等売上総利益            　　　５，８２２ 　　　７，５１３ 　 △１，６９１
　販売費及び一般管理費           　　３４，７３１   7.5 　　３８，１８３   8.0 　 △３，４５１  △9.0
　　　営 業 利 益           　　１３，１３０   2.8 　　１１，６６９   2.4 　 　１，４６０   12.5
営 業 外 損 益           

　営 業 外 収 益           　　　３，２１９   0.7 　　　３，５８４   0.7 　 　　△３６５ △10.2
　　受 取 利 息 配 当 金            　　　１，５６０ 　　　１，６５４ 　 　　　△９３
　　そ の 他 営 業 外 収 益            　　　１，６５８ 　　　１，９３０ 　 　　△２７２
　営 業 外 費 用           　　　３，１５１   0.7 　　　４，６１０   1.0 　 △１，４５８ △31.6
　　支 払 利 息            　　　２，３２４ 　　　２，２６９ 　 　　　　５５
　　為 替 差 損            　　　　　　　－ 　　　１，３４４ 　 △１，３４４
　　そ の 他 営 業 外 費 用            　　　　　８２７ 　　　　　９９６ 　 　　△１６８
　　　経 常 利 益           　　１３，１９７   2.8 　　１０，６４４   2.2 　 　２，５５３ 　24.0
（特　別　損　益　の　部）

　特 別 利 益           　　　　　４０５   0.1 　　　　　５０７   0.1 　 　　△１０２ △20.1
　　固 定 資 産 売 却 益            　　　　　１１８ 　　　　　１３５ 　 　　　△１７
　　そ の 他 特 別 利 益            　　　　　２８７ 　　　　　３７２ 　 　　　△８５
　特 別 損 失           　　１０，５１８   2.3 　　１９，７７９   4.1  　△９，２６０ △46.8
　　投 資 有 価 証 券 評 価 損            　　　１，２７６ 　　　１，４９８ 　 　　△２２２
　　滞留債権等貸倒引当金繰入額              　　　２，５９１ 　　　　　　　－  　　２，５９１
　　退職給付会計基準変更時差異 　　　１，２０７ 　　　　　　　－ 　　 １，２０７
　　仲 裁 裁 定 費 用            　　　１，４００ 　　　　　　　－ 　　 １，４００
　　じ ん 肺 訴 訟 和 解 金            　　　１，３８９ 　　　　　　　－ 　　 １，３８９
　　調整年金過去勤務費用            　　　　　　　－ 　　１４，２９８  △１４，２９８
　　ゴルフ会員権等評価損            　　　１，２６７ 　　　２，６９１ 　 △１，４２３
　　そ の 他 特 別 損 失            　　　１，３８５ 　　　１，２８９ 　　　　　 ９５
　　　税金等調整前当期純利益 　　　３，０８５   0.7 　　　　　　　－ 　 － 　　 ３，０８５ 　 －
　　　税金等調整前当期純損失 　　　　　　　－ 　 － 　　　８，６２７ △1.8  　△８，６２７ 　 －
　　　法人税、 住民税及び事業税 　　　　　６９９ 　　　　　８５３ 　 　　△１５３
　　　法 人 税 等 調 整 額           　　　３，４８３ 　　△３，６４３ 　 　７，１２６
　　　少 数 株 主 損 失           　　　２，３１７ 　　　　　２０３ 　 　２，１１４
　　　当 期 純 利 益           　　　１，２１９   0.3 　　　　　　　－ 　 － 　　 １，２１９ 　 －
　　　当 期 純 損 失           　　　　　　　－ 　 － 　　　５，６３３ △1.2  　△５，６３３ 　 －
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９

比較連結剰余金計算書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　（単位：百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度　　　　　　　　　期　　別

　科　　目 ( Ｈ12.4.1～Ｈ13.3.31 ) ( Ｈ11.4.1～Ｈ12.3.31 )
　　　増　　　減

　連結剰余金期首残高 　　　　１１３，７２５ 　　　　１２１，１０２ 　　　△７，３７６

　　　連結剰余金期首残高 　　　　１１３，７２５ 　　　　　９２，３３０ 　　　２１，３９４

　　　過年度税効果調整額 　　　　　　　　　　－ 　　　　　２８，７７１ 　　△２８，７７１

　連結剰余金減少高         　　　　　　１，７６３ 　　　　　　１，７４３ 　　　　　　　２０

　　　株 主 配 当 金         　　　　　　１，６６６ 　　　　　　１，７０７ 　　　　　　△４０

　　　取 締 役 賞 与 金         　　　　　　　　　９７ 　　　　　　　　　３５ 　　　　　　　６１

　当 期 純 利 益         　　　　　　１，２１９ 　　　　　　　　　　－ 　　　　１，２１９

　当 期 純 損 失         　　　　　　　　　　－ 　　　　　　５，６３３ 　　　△５，６３３

　連結剰余金期末残高 　　　　１１３，１８１ 　　　　１１３，７２５ 　　　　　△５４４



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前田建設（連結）

１０

比較連結キャッシュ・フロー計算書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位：百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度　　　　　　　　　　　　　　　　期　　別
　　科　　目 (H12.4.1～H13.3.31) (H11.4.1～H12.3.31)
Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　税金等調整前当期純利益・損失(△) 　　　　　３，０８５ 　　　　△８，６２７

　　　減価償却費 　　　　　６，３９３ 　　　　　６，６３０

　　　貸倒引当金の増加・減少(△)額 　　　　△２，９１３ 　　　　△２，０２０

　　　退職給付(給与)引当金の増加・減少(△)額 　　　　　　△７７５ 　　　　　　△１３０

　　　受取利息及び受取配当金 　　　　△１，５６０ 　　　　△１，６５４

　　　支払利息 　　　　　２，３２４ 　　　　　２，２６９

　　　為替差損・益(△) 　　　　　　△８４５ 　　　　　　△３００

　　　有価証券・投資有価証券売却損・益(△) 　　　　　　　△３５ 　　　　　　△８５８

　　　有価証券・投資有価証券評価損 　　　　　１，２７６ 　　　　　１，７１４

　　　売上債権の減少・増加(△)額 　　　　　　　１８３ 　　　　１６，６４２

　　　未成工事支出金の減少・増加(△)額 　　　　１６，４８９ 　　　　　３，３３２

　　　たな卸資産の減少・増加(△)額 　　　　△３，０４４ 　　　　　１，６６９

　　　仕入債務の増加・減少(△)額 　　　　　１，５７８ 　　　　△３，８３５

　　　未成工事受入金の増加・減少(△)額 　　　△１５，０４５ 　　　　△５，０５１

　　　その他の固定負債の増加・減少(△)額 　　　　　　　１０５ 　　　　１４，３５７

　　　その他 　　　　　４，３９４ 　　　　　４，７４７

　　　小　計 　　　　１１，６１０ 　　　　２８，８８５

　　　利息及び配当金の受取額 　　　　　１，８３３ 　　　　　１，７０６

　　　利息の支払額 　　　　△２，３３０ 　　　　△２，２９６

　　　法人税等の支払額 　　　　　　△６００ 　　　　　　△９４８

　　営業活動によるキャッシュ・フロー 　　　　１０，５１２ 　　　　２７，３４７

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有価証券の取得による支出 　　　　　　　　　－ 　　　　△１，１６６

　　　有価証券の売却による収入 　　　　　　　　　－ 　　　　　１，８１１

　　　有形・無形固定資産の取得による支出 　　　　△４，５２４ 　　　　△７，５３３

　　　有形・無形固定資産の売却による収入 　　　　　　　５８１ 　　　　　　　７７６

　　　投資有価証券の取得による支出 　　　△１０，８９３ 　　　　　　△５９７

　　　投資有価証券の売却による収入 　　　　１０，０６６ 　　　　　２，６３６

　　　貸付けによる支出 　　　　△４，６２３ 　　　　△２，７６３

　　　貸付金の回収による収入 　　　　　３，０９９ 　　　　　４，５０９

　　　その他 　　　　　　　５２４ 　　　　　２，６４７

　　投資活動によるキャッシュ・フロー 　　　　△５，７６９ 　　　　　　　３２０

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　短期借入金純増加・減少(△)額 　　　　△５，２６０ 　　　△１３，７７４

　　　長期借入れによる収入 　　　　　７，９００ 　　　　　４，１５０

　　　長期借入金の返済による支出 　　　　△２，０３７ 　　　　△２，４４７

　　　社債の償還による支出 　　　　△６，５００ 　　　　　　△５００

　　　配当金の支払額 　　　　△１，６６６ 　　　　△１，７０７

　　　自己株式の取得による支出 　　　　　　　　△０ 　　　　△１，３４２

　　　自己株式の売却による収入 　　　　　　　　　０ 　　　　　　　　　－

　　　少数株主への配当金の支払額 　　　　　　　　△５ 　　　　　　　　△５

　　財務活動によるキャッシュ・フロー 　　　　△７，５７０ 　　　△１５，６２７

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 　　　　　　　　１３ 　　　　　　△３５７

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加・減少(△)額 　　　　△２，８１４ 　　　　１１，６８２

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　　　　６６，７６８ 　　　　５５，０８５

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 　　　　６３，９５３ 　　　　６６，７６８



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前田建設（連結）

１１

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

　　連結子会社数６社

　　　（株）前田製作所、光が丘興産（株）、フジミ工研（株）、フジミビルサービス（株）、正友地所（株）、

　　　（株）ミヤマ工業

２．持分法の適用に関する事項

持分法適用会社数６社

　非連結子会社　ＭＫＫテクノロジーズインコーポレイテッド他３社

　関 連 会 社      　前田道路（株）他１社

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　　連結子会社の事業年度は連結財務諸表提出会社と同一である。

４．会計処理基準に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

　　①有価証券

満期保有目的債券　　償却原価法

その他有価証券        

　時価のあるもの　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は部分資本直入法により処理し、売

　　　　　　　　　　却原価は移動平均法により算定）

　時価のないもの　　移動平均法による原価法

但し、一部の連結子会社は、その他有価証券の時価のあるものについて、評価差額を全部資本直入法によ

り処理している。

　　②デリバティブ　　　　時価法

　　③たな卸資産

　　　未成工事支出金        　　個別法による原価法

　　　販 売 用 不 動 産        　　個別法による低価法

　　　その他たな卸資産　　移動平均法に基づく原価法

　　　但し、一部の連結子会社は、販売用不動産及びその他たな卸資産について、個別法による原価法によって

　　　いる。

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　　有形固定資産

　　　定率法によっている。但し、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、

　　　定額法によっている。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準に

　　　よっている。また、一部の連結子会社では、一部資産を生産高比例法によっている。

（３）重要な引当金の計上基準

　　①貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を引当て計上している。

　　②退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

　　　引当て計上している。

　　③役員退職慰労引当金

　　　取締役、監査役及び執行役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく期末要支給額の全額を引当て計

　　　上している。

（４）重要なリース取引の処理方法

　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通

　　　常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

（５）ヘッジ会計の方法

　　　繰延ヘッジ処理によっている。また、金利スワップの特例処理の要件を満たすものについては、特例処理

　　　によっている。
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（６）消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　　連結子会社の資産及び負債の評価は全面時価評価法によっている。

６．利益処分項目等の取扱いに関する事項

　　連結剰余金計算書は、連結会計年度中において確定した利益処分に基づいて作成している。

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、現金、要求払預金及び取得日から

　　満期日までの期間が３カ月以内の定期預金及び譲渡性預金からなっている。

追　加　情　報

１． 当連結会計年度から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計

　　審議会　平成10年6月16日））を適用している。この結果、従来の方法によった場合と比較して、退職給付

　　費用が872百万円減少し、経常利益は609百万円増加しており、そのほか退職給付会計基準変更時差異1,207

　　百万円を一括償却することにより、税金等調整前当期純利益は597百万円減少している。

２． 当連結会計年度から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計

　　審議会　平成11年1月22日））を適用している。この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常利益

　　は169百万円減少し、税金等調整前当期純利益は2,461百万円減少している。

また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、満期保有目的債券のうち１年内に満期の到来する

ものは流動資産の有価証券として、それら以外は投資有価証券として表示している。その結果、流動資産の

有価証券は10,367百万円減少し、投資有価証券は10,367百万円増加している。

３． 当連結会計年度から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見

　　書」（企業会計審議会　平成11年10月 22日））を適用している。この変更による連結財務諸表への影響は軽

　　微である。
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注　記　事　項

（連結貸借対照表関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当連結会計年度　　　　　前連結会計年度

１．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　６７，１０８百万円　　　６５，７８３百万円

２．投資有価証券のうち非連結子会社及び関連会社に対する株式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３，２５５百万円　　　２１，８７０百万円

３．担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産　　　　　　　　　　　　　１４，１３８百万円　　　１４，３３４百万円

　担保が付されている債務　　　　　　　　　　　　２１，７９３百万円　　　２３，３８８百万円

４．保証債務額

　借入金に対する保証債務　　　　　　　　　　　　　５，０５９百万円　　　　４，６９４百万円

　　　マンション売買契約手付金の返済保証債務　　　　　１，５１６百万円　　　　２，４８４百万円

　　　その他の保証債務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４５百万円　　　　　　　５６百万円

・ 従業員の住宅取得資金借入についての金融機関への保証債務（９６５百万円）に関しては、住宅資金貸付

　保険が付保されており、将来において実損が発生する可能性がないため、保証債務額から除外している。

　　・香港政庁（現中国・香港特別行政区、以下、発注者という。）より、カンプノンベルナール社（フランス国）・

　　　前田建設共同企業体（以下、ＪＶという。）が受注した下水道トンネル工事について、工事着手後の多量の

　　　湧水への対応に関して工事履行義務違反の通知を受け、ＪＶは当該措置を不当であるとして仲裁に付託し

　　　ていたが、2001年１月にＪＶの義務違反を認定する等の裁定があった。ＪＶはこの仲裁裁定を不服として

　　　高等裁判所に上訴中である。なお、発注者からの損害賠償請求は未だ受けていない。

５．受取手形裏書譲渡高  　　　　　　　　　　　　　　２９，０３３百万円　　　２２，７３３百万円

６．当連結会計年度末日が金融機関の休業日のため、連結会計年度末日満期手形を交換日に決済する処理を行な

　　っている。その金額は次のとおりである。

　　　受取手形　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，６６５百万円

　　　受取手形裏書譲渡高　　　　　　　　　　　　　　　３，８１３百万円

（連結損益計算書関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当連結会計年度　　　　　前連結会計年度

１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

　　　従業員給料手当　　　　　　　　　　　　　　　　１５，９９８百万円　　　１６，５８３百万円

　　　退職給与引当金繰入額　　　　　　　　　　　　　　　　　　－百万円　　　　１，２５１百万円

　　　退職給付費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，６１７百万円　　　　　　　　－百万円

２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費　　２，７２５百万円　　　　２，６８０百万円

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当連結会計年度　　　　　　前連結会計年度

　　現金及び預金勘定　　　　　　　　　　　　　　　　６４，７０５百万円　　　６７，９５８百万円

　　預入期間が３カ月を超える定期預金　　　　　　　　　△　７５１百万円　　△　１，１９０百万円

　　現金及び現金同等物　　　　　　　　　　　　　　　６３，９５３百万円　　　６６，７６８百万円
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セグメント情報

１． 事業の種類別セグメント情報

当連結会計年度（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日）　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

建設事業 その他の事業 　　　計 消去又は全社 　連　　結

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売　上　高

（１） 外部顧客に対する売上高 ４１６，１２７ ４８，２１３ ４６４，３４０ 　　　　－ ４６４，３４０

（２） セグメント間の内部売上高

又は振替高
　　１，９７５ 　９，５６８ 　１１，５４３ (１１，５４３）  　　　　　－

　　　　　　計 ４１８，１０２ ５７，７８１ ４７５，８８４ (１１，５４３） ４６４，３４０

　　営業費用     ４０４，２９１ ５７，７２７ ４６２，０１８ (１０，８０８） ４５１，２１０

　　営業利益     　１３，８１１ 　　　　５４ 　１３，８６５ (　　　７３４） 　１３，１３０

　Ⅱ　資産、減価償却費及び

　　　資本的支出

　　　資　　　産 ４８７，６３０ ９０，７２６ ５７８，３５６  ６７，４００ ６４５，７５６

　　減価償却費 　　３，５６５ 　２，８５０ 　　６，４１６ (　　　　２２） 　　６，３９３

　　資本的支出 　　３，９９１ 　６，８３９ 　１０，８３１ 　　　　 １１ 　１０，８４２

前連結会計年度（平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日）　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

建設事業 その他の事業 　　　計 消去又は全社 　連　　結

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売　上　高

（１）外部顧客に対する売上高 ４２４，５００ ５５，２６１ ４７９，７６１ 　　　　－ ４７９，７６１

（２）セグメント間の内部売上高

又は振替高
　　　　４４９ １０，６６６ 　１１，１１５ (１１，１１５）  　　　　　－

　　　　　　計 ４２４，９４９ ６５，９２７ ４９０，８７７ (１１，１１５） ４７９，７６１

　　営業費用     ４１４，０１６ ６４，５２１ ４７８，５３７ (１０，４４５） ４６８，０９１

　　営業利益     　１０，９３３ 　１，４０６ 　１２，３３９ (　　　６７０） 　１１，６６９

　Ⅱ　資産、減価償却費及び

　　　資本的支出

　　　資　　　産 ４８７，６５６ ９２，１９１ ５７９，８４７  ７２，８２４ ６５２，６７２

　　減価償却費 　　３，６５３ 　３，００３ 　　６，６５７ (　　　　２６） 　　６，６３０

　　資本的支出 　　５，８９５ 　１，５０８ 　　７，４０４ 　　　　　 ４ 　　７，４０８

（注）１．事業区分の方法

　　　　　日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。

　　　２．各事業区分に属する主要な事業の内容

　　　　　建 設 事 業      ：土木・建築その他建設工事全般に関する事業

　　　　　その他の事業：建設機械及びコンクリート二次製品の製造、販売に関する事業

　　　　　　　　　　　　不動産の販売及び賃貸に関する事業

　　　　　　　　　　　　サービス事業他

２．所在地別セグメント情報

　　当連結会計年度及び前連結会計年度は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計

　　額に占める「本邦」の割合が、いずれも９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略し

　　ている。

３．海外売上高

　　当連結会計年度及び前連結会計年度は、海外売上高が連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を

　　省略している。
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１５

リース取引関係

１． リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（１） リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

当連結会計年度 前連結会計年度

（Ｈ１２．４．１～Ｈ１３．３．３１） （Ｈ１１．４．１～Ｈ１２．３．３１）

取 得 価 額     

相 当 額     

減 価 償 却      

累計額相当額

期 末 残 高     

相 当 額     

取 得 価 額     

相 当 額     

減 価 償 却      

累計額相当額

期 末 残 高     

相 当 額     

　　 百万円 　　　 百万円 　 　百万円 　　 百万円 　 　  百万円 　　 百万円

機 械 装 置       ５，８４１ 　２，２３６ ３，６０５ ５，５４２   １，４６２ ４，０８０

車 両 運 搬 具       　　８４９ 　　  ４１４ 　　４３５ 　　８１１ 　  　４１５ 　　３９５

工具・器具備品等 　　９８６ 　　  ５２９ 　　４５７ 　　８９０ 　  　３７４ 　　５１６

合　　　　　計 ７，６７８   ３，１７９ ４，４９８ ７，２４４   ２，２５２ ４，９９２

　　　（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

　　　　　　支払利子込み法により算定している。

（２） 未経過リース料期末残高相当額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　当連結会計年度　　　　　　前連結会計年度

　　　１　　年　　内　　　　　　　１，５９２百万円　　　　　１，６００百万円

　　　１　　年　　超　　　　　　　２，９０５百万円　　　　　３，３９１百万円

　　　合　　　　　計　　　　　　　４，４９８百万円　　　　　４，９９２百万円

　　　（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

　　　　　　割合が低いため、支払利子込み法により算定している。

（３） 支払リース料及び減価償却費相当額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　当連結会計年度　　　　　　前連結会計年度

支払リース料　　　　　　　　１，７５０百万円　　　　　１，１９７百万円

減価償却費相当額　　　　　　１，７５０百万円　　　　　１，１９７百万円

（４）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

２． オペレーティング・リース取引

　　　未経過リース料

　　　　　　　　　　　　　　　　　　当連結会計年度　　　　　　前連結会計年度

　　　１　　年　　内　　　　　　　　　２２１百万円　　　　　　　２５５百万円

　　　１　　年　　超　　　　　　　　　１０１百万円　　　　　　　１０８百万円

　　　合　　　　　計　　　　　　　　　３２３百万円　　　　　　　３６４百万円

関連当事者との取引

　該当事項なし。



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前田建設（連結）

１６

税効果会計関係

当連結会計年度（平成１３年３月３１日現在）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　　繰延税金資産

　　　　退職給付引当金損金算入限度超過額　　　　　　　　　　１１，３９９百万円

　　　　繰越欠損金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５，７０５

　　　　たな卸資産等有税評価減　　　　　　　　　　　　　　　　４，９１６

　　　　固定資産等未実現利益　　　　　　　　　　　　　　　　　３，５２０

　　　　貸倒引当金損金算入限度超過額　　　　　　　　　　　　　２，８１６

　　　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６，９９３

　　　繰延税金資産小計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３５，３５１

　　　評価性引当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△４，５１５

　　　繰延税金資産合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０，８３６

　　　繰延税金負債

　　　　その他有価証券評価差額金　　　　　　　　　　　　　△１０，８０５

　　　　固定資産圧縮積立金　　　　　　　　　　　　　　　　　△１，９７７

　　　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△１７

　　　繰延税金負債合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　△１２，８０１

　　　繰延税金資産の純額　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８，０３５

　　（注）当連結会計年度における繰延税金資産の純額のうち、△１７百万円は連結貸借対照表の「その他

　　　　　流動負債」に含めており、△２，０７０百万円は「その他固定負債」に含めている。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　　法定実効税率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４２．０％

　　　（調　整）

　　　　永久に損金に算入されない項目　　　　　　　　　　　　　　３８．１

　　　　永久に益金に算入されない項目　　　　　　　　　　　　　　△７．５

　　　　住民税均等割等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１．７

　　　　繰越欠損金等税効果未認識額　　　　　　　　　　　　　　　６３．１

　　　　持分法投資損益税効果未認識額　　　　　　　　　　　　　△１１．８

　　　税効果会計適用後の法人税等の負担率　　　　　　　　　　　１３５．６
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１７

有価証券関係

当連結会計年度

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成１３年３月３１日現在）　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時　　　　価 差　　　　額

（１） 時価が連結貸借対照表計

　　　上額を超えるもの
　 　 　

　　　国債・地方債等 　　　　　　　２４ 　　　　　　　２４ 　　　　　　　　０

　　　小　　　計 　　　　　　　２４ 　　　　　　　２４ 　　　　　　　　０

（２）時価が連結貸借対照表計

      上額を超えないもの
　　　　　　　　－ 　　　　　　　　－ 　　　　　　　　－

　　　合　　　計 　　　　　　　２４ 　　　　　　　２４ 　　　　　　　　０

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成１３年３月３１日現在）　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

取　得　原　価 連結貸借対照表計上額 差　　　　額

（１） 連結貸借対照表計上額が

　　　取得原価を超えるもの
　 　 　

　　　株　　　式 　　　１７，４８０ 　　　４３，２３５ 　　　２５，７５４

　　　債　　　券

　　　　国債・地方債等 　　　　　　２８７ 　　　　　　３１５ 　　　　　　　２８

　　　　そ の 他 　　　　　　１７５ 　　　　　　１９７ 　　　　　　　２２

　　　そ　の　他 　　　　　　　　－ 　　　　　　　　－ 　　　　　　　　－

　　　小　　　計 　　　１７，９４３ 　　　４３，７４８ 　　　２５，８０５

（２）連結貸借対照表計上額が

　　　取得原価を超えないもの
　 　 　

　　　株　　　式 　　　　３，７８０ 　　　　２，９５７ 　　　　　△８２２

　　　債　　　券

　　　　国債・地方債等 　　　　　　　　－ 　　　　　　　　－ 　　　　　　　　－

　　　　そ の 他 　　　　　　　　－ 　　　　　　　　－ 　　　　　　　　－

　　　そ　の　他 　　　　１，８２９ 　　　　１，３６９ 　　　　　△４５９

　　　小　　　計 　　　　５，６０９ 　　　　４，３２７ 　　　△１，２８１

　　　合　　　計 　　　２３，５５２ 　　　４８，０７５ 　　　２４，５２３

３． 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

売　却　額 売却益の合計額 売却損の合計額

９９０ １８３ １４７

４．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成１３年３月３１日現在）

(１) 満期保有目的の債券
　　非上場外国債券                     １，０００百万円

        非上場内国債券                     　　２００百万円
  　(２) その他有価証券
        非上場株式（店頭売買株式を除く）   ２，８８４百万円
        非上場証券投資信託の受益証券             ５０百万円

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成１３年３月３１日現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

１年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超

（１）債　　券

　　　国債・地方債等 　　　　　　　－ 　　　　　３４０ 　　　　　　　－ 　　　　　　　－

　　　そ の 他 　　　　　　　－ 　　　　　１８７ 　　　１，２１０ 　　　　　　　－

（２）そ　の　他 　　　　　　　－ 　　　　　１４０ 　　　　　８９２ 　　　　　３８５

　　　合　　計 　　　　　　　－ 　　　　　６６８ 　　　２，１０３ 　　　　　３８５
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１８

前連結会計年度（平成１２年３月３１日現在）

有価証券の時価等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

種　　類 連結貸借対照表計上額 時　　　価 評　価　損　益

流動資産に属するもの

　　株　　　式 　　　　　７，３７４ 　　　　１２，３３１ 　　　　　４，９５６

　　債　　　券 　　　　　　　７７９ 　　　　　　　８４４ 　　　　　　　　６４

　　そ　の　他 　　　　　２，３１３ 　　　　　１，９１９ 　　　　　　△３９４

　　　小　計 　　　　１０，４６７ 　　　　１５，０９４ 　　　　　４，６２７

固定資産に属するもの

　　株　　　式 　　　　３４，３５８ 　　　　４１，５８３ 　　　　　７，２２４

　　債　　　券 　　　　　　　　２４ 　　　　　　　　２４ 　　　　　　　　　０

　　そ　の　他 　　　　　　　１０１ 　　　　　　　１００ 　　　　　　　　△１

　　　小　計 　　　　３４，４８４ 　　　　４１，７０７ 　　　　　７，２２３

　　　合　計 　　　　４４，９５２ 　　　　５６，８０２ 　　　　１１，８５０

（注）１．時価の算定方法

　　　（１）上 場 有 価 証 券               …主に東京証券取引所の最終価格

　　　（２）店 頭 売 買 有 価 証 券               …日本証券業協会が公表する売買価格等

　　　（３）非上場の証券投資信託の受益証券…基準価格

　　　（４）上 記 以 外 の 債 券               …日本証券業協会が発表する公社債店頭基準気配銘柄の利回り、

　　　　　（時価の算定が困難なものを除く）　　　残存償還期間等を勘案して算定した価格

　　　２．開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額

　　　　　固定資産に属するもの　ｸﾛｰｽﾞﾄﾞ期間内の証券投資信託の受益証券　　　　５０百万円

　　　　　　　　　　　　　　　　非上場の外国債券　　　　　　　　　１，１００百万円

　　　　　　　　　　　　　　　　非上場株式（店頭売買株式を除く）　　３，４６９百万円

デリバティブ取引関係

１． 取引の状況に関する事項

（１）取引の内容

　　　当社及び連結子会社の利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では為替予約取引、金利関連では金利

　　　スワップ取引である。

（２）取引に対する取組方針

      当社及び連結子会社は、原則として対象となる資産・負債を有するものに限りデリバティブ取引を利用し
　　　ており、短期的な売買差益を獲得する目的や投機目的のための取引は行なわない方針である。

（３）取引の利用目的

      当社及び連結子会社は、通貨関連では外貨建て資金需要及び回収に関して、将来の取引市場での為替相場
　　　の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を利用している。また、金利関連では将来の取引市場での金

　　　利情勢の変化に伴う金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を利用している。

（４）取引に係るリスクの内容

      当社及び連結子会社が利用している為替予約取引は、調達コストを円貨で確定する目的の取引であり、為
　　　替相場の変動リスクはない。また、当社及び連結子会社が利用している金利スワップ取引は市場金利の変

　　　動リスクを有している。なお、当社及び連結子会社のデリバティブ取引の契約先は、信用度の高い国際的

　　　な金融機関であり、相手方の契約不履行による信用リスクはないと判断している。

（５）取引に係るリスク管理体制

　　　当社及び連結子会社におけるデリバティブ取引についての基本方針は、各社の取締役社長が決定し、取引

　　　の実行及び管理は、各社の財務部門が行なっている。
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１９

（６）「取引の時価等に関する事項」についての補足説明

     「取引の時価等に関する事項」についての「契約額等」は、あくまでもデリバティブ取引における名目的
　　　な契約額又は計算上の元本であり、当該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すものではな

　　　い。

２． 取引の時価等に関する事項

（１） 通貨関連

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度

（平成１３年３月３１日現在） （平成１２年３月３１日現在）

契約額等 契約額等

　
区
分 種　類

うち１年超
時　価 評価損益

うち１年超
時　価 評価損益

為替予約取引

　買　　　　建

　　タイバーツ 　　－ 　　　－ 　 － 　　 －  ４９１ 　　　 －  ４４７ 　△４４

市
場
取
引

以
外
の
取
引

　　　合　　　　計 　　－ 　　　－ 　 － 　　 －  ４９１ 　　　 －  ４４７ 　△４４

（注）　　　　　当連結会計年度　　　　　　　　　　　　　　　　　前連結会計年度

１． 為替予約取引の連結会計年度末の時価は直物

　　相場を使用している。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２．外貨建て金銭債権債務等に先物為替予約が付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　されていることにより、決済時における円貨

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　額が確定している外貨建て金銭債権債務等で、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連結貸借対照表において当該円貨額で表示さ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　れているものについては、開示の対象から除

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いている。

（２） 金利関連

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度

（平成１３年３月３１日現在） （平成１２年３月３１日現在）

契約額等 契約額等

　
区
分 種　類

うち１年超
時　価 評価損益

うち１年超
時　価 評価損益

　　

金利ｽﾜｯﾌﾟ取引

　受取変動・

　　　支払固定
　５００  　５００   △２０   △２０  13,506   13,506 △４２４  △４２４

　
市
場
取
引

　
以
外
の
取
引 　受取変動・

　　　支払変動
　　　－ 　　　 － 　　　－ 　　　－   2,000    2,000 　　１２ 　 　１２

　　　合　　　　計 　５００  　５００   △２０   △２０  15,506   15,506 △４１２  △４１２

（注）　　　　　当連結会計年度　　　　　　　　　　　　　　　　　前連結会計年度

　　　１．時価及び評価損益は、金融機関から提示され　　時価及び評価損益は、金融機関から提示された価

　　　　　た価格によっている。　　　　　　　　　　　　格によっている。

　　　２．ヘッジ会計が適用されているものについては、

　　　　　記載対象から除いている。
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２０

退職給付関係

１． 採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度及び退職一時金制度を設けている。ま

た、一部の連結子会社が加入する厚生年金基金は総合設立型厚生年金基金であり、自社の拠出に対応する年

金資産の額を合理的に計算することができないため、当該年金基金への要拠出額を退職給付費用として計上

している。

２． 退職給付債務に関する事項（平成１３年３月３１日現在）

イ．退職給付債務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△９０，７１８百万円

　ロ．年金資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４５，９４５

　　ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）　　　　　　　　　　　　　　△４４，７７２

　　ニ．会計基準変更時差異の未処理額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－

　　ホ．未認識数理計算上の差異　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１，７２３

　　へ．退職給付引当金（ハ＋ニ＋ホ）　　　　　　　　　　　　　　△３３，０４９

　

３． 退職給付費用に関する事項（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日）

イ．勤務費用（注）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３，１４０百万円

　　ロ．利息費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３，０１１

　　ハ．期待運用収益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△２，３７６

　　ニ．会計基準変更時差異の費用処理額　　　　　　　　　　　　　　　　　１７５

　ホ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ）　　　　　　　　　　　　　　　３，９５０

　（注）厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除している。

４． 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ．退職給付見込額の期間配分方法　　　　　　期間定額基準

　　ロ．割引率　　　　　　　　　　　　　　　　　３．５％

　　ハ．期待運用収益率　　　　　　　　　　　　　４．５％

　　ニ．数理計算上の差異の処理年数　　　　　　　１０年～１５年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の一定の年数による定額法により、翌連結会計年度から償

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　却することとしている。）

　ホ．会計基準変更時差異の処理年数　　　　　　当連結会計年度に一括処理している。

生産、受注及び販売の状況

　当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ。）が営んでいる事業の大部分を占める建設事業では生産を定義

することが困難であり、建設事業においては請負形態をとっているため、生産実績及び販売実績を正確に示すこ

とは困難であります。

　また、当社グループの建設事業以外での生産及び受注は僅少であるため、当社単体での「建築・土木別　受注、

完成、手持工事高」を個別財務諸表の概要の添付資料として開示しております。なお、生産、受注及び販売の状

況については、記載可能な項目を経営成績における事業の種類別セグメントの業績に関連付けて記載しておりま

す。



平成 13年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 13年 5月 23日

上   場   会   社   名       前田建設工業株式会社 上場取引所 東証第一部

コード番号       1824 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 総務部長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　中西　 健 TEL (03) 5276 - 5107
決算取締役会開催日　　平成 13年 5月 23日 中間配当制度の有無　　無

定時株主総会開催日　　平成 13年 6月 28日

１. 13年  3月期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 13年 3月 31日）
(1)経営成績 （注）百万円未満切捨表示

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年  3月期 409,153 △ 1.6 11,779 16.7 11,613 22.8

12年  3月期 415,679 △ 11.7 10,095 19.0 9,459 48.7

  当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期
純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

13年  3月期 2,057 - 11.11 - 1.3 2.0 2.8

12年  3月期 △ 5,952 82.7 △ 31.49 - △ 4.3 1.6 2.3

(注)①期中平均株式数 13年  3月期   185,213,602 株　　　12年  3月期   189,027,852 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
１株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

13年  3月期 9.00 - 9.00 1,666 81.0 1.0

12年  3月期 9.00 - 9.00 1,666 - 1.1

(3)財政状態
総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年  3月期 583,519 163,789 28.1 884.33

12年  3月期 584,228 148,699 25.5 802.85

（注）期末発行済株式数　13年  3月期      185,213,602　株　　　12年  3月期      185,213,602株

２. 14年  3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 １株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 130,000 △ 5,000 △ 3,000 － － －

通　　期 400,000 6,500 2,700 － 9.00 9.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   14 円 58 銭 



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前田建設（個別）

１

個別財務諸表等

比較貸借対照表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　　　当　　期

（ Ｈ１３．３．３１現在 ）

　　　前　　期

（ Ｈ１２．３．３１現在 ）
増　　減　　　　　　　　期　別

科　目 　　金　　　額 　　％ 　　金　　　額 　　％ 金　　額

　【資　産　の　部】 【５８３，５１９】 【100.0】 【５８４，２２８】 【100.0】 【　　　　△７０９】

［流　動　資　産］ ［４３２，７５９］ ［ 74.2］ ［４６０，７１９］ ［ 78.9］ ［　△２７，９６０］

　現 金 預 金          　　５９，４６７ 　　６０，５１１ 　　　△１，０４３

　受 取 手 形          　　１６，４５３ 　　１８，６７５ 　　　△２，２２１

　完成工事未収入金          　　６８，９４５ 　　６１，５１７ 　　　　７，４２８

　有 価 証 券          　　　　　　　－ 　　１０，４１２ 　　△１０，４１２

　販 売 用 不 動 産          　　１２，３０１ 　　１１，９９９ 　　　　　　３０１

　未 成 工 事 支 出 金          　２２７，６２４ 　２４３，２６３ 　　△１５，６３９

　短 期 貸 付 金          　　　３，５１５ 　　　３，３０２ 　　　　　　２１３

　繰 延 税 金 資 産          　　１３，９３６ 　　１５，９６７ 　　　△２，０３１

　工 事 関 係 立 替 金          　　２０，５２１ 　　２４，５２１ 　　　△３，９９９

　そ の 他 流 動 資 産          　　１３，４６８ 　　１３，９３８ 　　　　　△４７０

　　 貸 倒 引 当 金        　　△３，４７５ 　　△３，３９０ 　　　　　△８４

［固　定　資　産］ ［１５０，７６０］ ［ 25.8］ ［１２３，５０９］ ［ 21.1］ ［　　２７，２５１］

（有形固定資産）          （　７２，０７４） （ 12.4） （　６９，１０９） （ 11.8） （　　　２，９６４）

　建 物 ・ 構 築 物          　　２８，９７５ 　　２７，３７５ 　　　　１，６００

　機 械 ・ 運 搬 具          　　　５，２７８ 　　　６，１７５ 　　　　　△８９６

　工 具 ・ 器 具 備 品          　　　１，２１５ 　　　１，４０６ 　　　　　△１９０

　土 地          　　３６，３８１ 　　３４，１０７ 　　　　２，２７４

　建 設 仮 勘 定          　　　　　２２２ 　　　　　　４５ 　　　　　　１７６

（無形固定資産）          （　　　  ９５８） （  0.2） （　　　  ７５３） （  0.1） （　　　　　２０４）

　ソ フ ト ウ ェ ア          　　　　　６３５ 　　　　　４５６ 　　　　　　１７９

　その他無形固定資産          　　　　　３２２ 　　　　　２９６ 　　　　　　　２５

（ 投 資 等 ）          （　７７，７２７） （ 13.3） （　５３，６４６） （  9.2） （　　２４，０８１）

　投 資 有 価 証 券          　　６２，６５４ 　　２７，３５１ 　　　３５，３０２

　長 期 貸 付 金          　　　４，２０９ 　　　２，９６４ 　　　　１，２４４

　破産債権、更生債権等          　　　９，９６６ 　　１４，５１１ 　　　△４，５４４

　長 期 前 払 費 用          　　　　　２２４ 　　　　　１５３ 　　　　　　　７１

　繰 延 税 金 資 産          　　　２，３１７ 　　１４，１８８ 　　△１１，８７１

　そ の 他 投 資 等          　　　９，２３９ 　　　９，７４２ 　　　　　△５０２

　　 貸 倒 引 当 金        　△１０，８８４ 　△１５，２６６ 　　　　４，３８１

　資 　産 　合　 計 　５８３，５１９ 　100.0 　５８４，２２８ 　100.0 　　　　　△７０９



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前田建設（個別）

２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　　　当　　期
（ Ｈ１３．３．３１現在 ）

　　　前　　期
（ Ｈ１２．３．３１現在 ）

増　　減　　　　　　　　期　別

科　目 　　金　　　額 　　％ 　　金　　　額 　　％ 金　　額

　【負　債　の　部】 【４１９，７２９】 【 71.9】 【４３５，５２９】 【 74.5】 【　△１５，７９９】

［流　動　負　債］ ［３６２，６３２］ ［ 62.1］ ［３７３，４２４］ ［ 63.9］ ［　△１０，７９１］

　工 事 未 払 金          　　７７，３７８ 　　７７，００２ 　　　　　　３７５

　短 期 借 入 金          　　３８，３２０ 　　３９，５９０ 　　　△１，２６９

　一年以内償還の社債          　　１０，０００ 　　　７，０００ 　　　　３，０００
　未 払 法 人 税 等          　　　　　１１３ 　　　　　　２１ 　　　　　　　９２

　未 払 費 用          　　　３，１６５ 　　　３，７２０ 　　　　　△５５５

　未 成 工 事 受 入 金          　２０４，０８３ 　２１８，３６９ 　　△１４，２８５

　預 り 金          　　１２，５７０ 　　１５，０９５ 　　　△２，５２５

　修 繕 引 当 金          　　　１，０４６ 　　　１，１１２ 　　　　　　△６６

　完成工事補償引当金          　　　　３２７ 　　　　３３２ 　　　　　　△５

　従 業 員 預 り 金          　　　６，５４２ 　　　６，６２６ 　　　　　　△８３

　そ の 他 流 動 負 債          　　　９，０８３ 　　　４，５５２ 　　　　４，５３１

［固　定　負　債］ ［　５７，０９７］ ［  9.8］ ［　６２，１０５］ ［ 10.6］ ［　　△５，００７］

　社　　　　　　　　債 　　　８，０００ 　　１８，０００ 　　△１０，０００

　転 換 社 債          　　　８，２０９ 　　　８，２０９ 　　　　　　　　－

　長 期 借 入 金          　　　８，２６３ 　　　１，４７９ 　　　　６，７８４

　退 職 給 与 引 当 金          　　　　　　　－ 　　１７，７２２ 　　△１７，７２２

　退 職 給 付 引 当 金          　　２９，６２６ 　　　　　　　－ 　　　２９，６２６

　役員退職慰労引当金          　　　　　３９６ 　　　　　４３５ 　　　　　　△３９

　調整年金過去勤務費用

　未 払 金          
　　　　　　　－ 　　１４，００４ 　　△１４，００４

　そ の 他 固 定 負 債          　　　２，６０２ 　　　２，２５４ ３４８

　【資　本　の　部】 【１６３，７８９】 【 28.1】 【１４８，６９９】 【 25.5】 【　　１５，０９０】

［ 資 本 金      ］ ［　２３，４５４） ［  4.0］ ［　２３，４５４） ［  4.0］ ［　　　　　　　－］

［法定準備金］         ［　３５，９３１］ ［  6.2］ ［　３５，７３１］ ［  6.1］ ［　　　　　２００］

（資本準備金）         （　３１，５７９） （　5.4） （　３１，５７９） （　5.4） （　　　　　　　－）

（利益準備金）         （　　４，３５２） （  0.7） （　　４，１５２） （  0.7） （　　　　　２００）

［ 剰 余 金      ］ ［　８９，６４８］ ［ 15.4］ ［　８９，５１２］ ［ 15.3］ ［　　　　　１３６］

（任意積立金）         （　８７，３４０） （ 15.0） （　６８，３４２） （ 11.7） （　　１８，９９８）

　株 式 消 却 積 立 金          　　　４，０００ 　　　４，０００ 　　　　　　　　－

　固定資産圧縮積立金          　　　　　　４０ 　　　　　　４２ 　　　　　　　△１

　別 途 積 立 金          　　８３，３００ 　　６４，３００ 　　　１９，０００

（当期未処分利益） （　　２，３０８） （  0.4） （　２１，１７０） （  3.6） （　△１８，８６１）

〈 当 期 純 利 益 〉         〈　　２，０５７〉 〈　0.4〉 〈　　　　　　－〉 〈　 －〉 〈　　　２，０５７〉

〈 当 期 純 損 失 〉         〈　　　　　　－〉 〈　 －〉 〈　　５，９５２〉 〈△1.0〉 〈　　△５，９５２〉

［その他有価証券評価差額金］ ［　１４，７５４］ ［  2.5］ ［　　　　　　－］ ［   －］ ［　　１４，７５４］

　負 債・資 本 合 計 　５８３，５１９ 　100.0 　５８４，２２８ 　100.0 　　　　　△７０９



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前田建設（個別）

３

比較損益計算書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　当　　期 　前　　期

( Ｈ12.4.1～Ｈ13.3.31 ) ( Ｈ11.4.1～Ｈ12.3.31 )
　　　　　増　　減　　　　　　　　　　　　期　別

科　目 　　金　　額 　％ 　　金　　　額 　％ 　　金　　額 　　％

（経　常　損　益　の　部） 　
営 業 損 益           　
　完 成 工 事 高           ４０９，１５３ 100.0 ４１５，６７９ 100.0 　　△６，５２５  △1.6

　完 成 工 事 原 価           ３７０，８５０  90.6 ３７６，５６１  90.6 　　△５，７１１  △1.5

　　　完 成 工 事 総 利 益           　３８，３０３   9.4 　３９，１１７   9.4 　　　　△８１４  △2.1

　販売費及び一般管理費           　２６，５２４   6.5 　２９，０２１   7.0 　　△２，４９７  △8.6

　　　営 業 利 益           　１１，７７９   2.9 　１０，０９５   2.4 　　　１，６８３   16.7

営 業 外 損 益           
　営 業 外 収 益           　　２，６２８   0.6 　　３，５５４   0.9 　　　　△９２６ △26.1
　　受 取 利 息 配 当 金            　　１，６４４ 　　１，６９７ 　　　　　△５３

　　有 価 証 券 売 却 益            　　　　　　－ 　　　　８５６ 　　　　△８５６

　　そ の 他 営 業 外 収 益            　　　　９８３ 　　１，０００ 　　　　　△１６

　営 業 外 費 用           　　２，７９４   0.7 　　４，１９１   1.0 　　△１，３９６ △33.3
　　支 払 利 息            　　２，０１６ 　　１，８８６ 　　　　　１２９

　　為 替 差 損            　　　　　　－ 　　１，３４４ 　　△１，３４４

　　そ の 他 営 業 外 費 用            　　　　７７８ 　　　　９５９ 　　　　△１８１

　　　経 常 利 益           　１１，６１３   2.8 　　９，４５９   2.3 　　　２，１５３ 　22.8
（特　別　損　益　の　部）
　特 別 利 益           　　　　２５０   0.1 　　　　　２２   0.0 　　　　　２２８ 1032.6

　　固 定 資 産 売 却 益            　　　　　１１ 　　　　　２０ 　　　　　　△９

　　投 資 有 価 証 券 売 却 益            　　　　１８３ 　　　　　　－ 　　　　　１８３

　　そ の 他 特 別 利 益            　　　　　５６ 　　　　　　１ 　　　　　　５４

　特 別 損 失           　　６，２６５   1.5 　１８，４０８   4.4 　△１２，１４２ △66.0

　　投 資 有 価 証 券 評 価 損            　　１，２０４ 　　　　８３４ 　　　　　３７０

　　滞留債権等貸倒引当金繰入額              　　　　９１７ 　　　　５５０ 　　　　　３６７

　　仲 裁 裁 定 費 用            　　１，４００ 　　　　　　－ 　　　１，４００

　　じ ん 肺 訴 訟 和 解 金            　　１，３８９ 　　　　　　－ 　　　１，３８９

　　調整年金過去勤務費用            　　　　　　－ 　１４，００４ 　△１４，００４

　　ゴルフ会員権等評価損            　　　　９６６ 　　２，６０９ 　　△１，６４２

　　そ の 他 特 別 損 失            　　　　３８７ 　　　　４０９ 　　　　　△２２

　　　税 引 前 当 期 純 利 益           　　５，５９７ 　1.4 　　　　　　－ 　 － 　　　５，５９７ 　 －
　　　税 引 前 当 期 純 損 失           　　　　　　－ 　 － 　　８，９２６ △2.1 　　△８，９２６ 　 －

　　　法人税、 住民税及び事業税 　　　　３２２ 　0.1 　　　　３１０ 　0.1 　　　　　　１２ 　 3.9

　　　法 人 税 等 調 整 額           　　３，２１８ 　0.8 　△３，２８４ △0.8 　　　６，５０２ 　 －

　　　当 期 純 利 益           　　２，０５７ 　0.5 　　　　　　－ 　 － 　　　２，０５７ 　 －

　　　当 期 純 損 失           　　　　　　－ 　 － 　　５，９５２ △1.4 　　△５，９５２ 　 －

　　　前 期 繰 越 利 益           　　　　２５０ 　　　　２１９ 　　　　　　３０
　　　過年度税効果調整額           　　　　　　－ 　２６，８７２ 　△２６，８７２

　　　税効果会計適用に伴う固

　　　定資産圧縮積立金取崩額
　　　　　　－ 　　　　　３０ 　　　　　△３０

　　　当 期 未 処 分 利 益           　　２，３０８ 　２１，１７０ 　△１８，８６１



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前田建設（個別）

４

比較利益処分案
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

当　　期 前　　期　　　　　　　　　　　期　別

　科　目 （Ｈ12.4.1～Ｈ13.3.31 ） （Ｈ11.4.1～Ｈ12.3.31 ）
増　　減

　当期未処分利益         　　　　　２，３０８ 　　　　２１，１７０ 　　　△１８，８６１

　任意積立金取崩額         

　　固定資産圧縮積立金取崩額 　　　　　　　　　１ 　　　　　　　　　１ 　　　　　　　　△０

合　　　計 　　　　　２，３１０ 　　　　２１，１７２ 　　　△１８，８６２

　利 益 処 分 額         　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　

　　利 益 準 備 金            　　　　　　　２００ 　　　　　　　２００ 　　　　　　　　　－

　　株 主 配 当 金            　　　　　１，６６６ 　　　　　１，６６６ 　　　　　　　　　０

　　取 締 役 賞 与 金            　　　　　　　　６３ 　　　　　　　　５５ 　　　　　　　　　８

　　任 意 積 立 金            　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　

　　　別 途 積 立 金           　　　　　　　１００ 　　　　１９，０００ 　　　△１８，９００

　　　　　　　計 　　　　　２，０２９ 　　　　２０，９２１ 　　　△１８，８９１

　次 期 繰 越 利 益         　　　　　　　２８０ 　　　　　　　２５０ 　　　　　　　　２９

（注）配当金は、１株につき当期９円、前期９円



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前田建設（個別）

５

重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法は、満期保有目的債券については償却原価法、子会社株式及び関連会社株式に

　　ついては移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては決算日の市場価格等に基づ

　　く時価法（評価差額は部分資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）、時価のないものについ

　　ては移動平均法による原価法によっている。

２．未成工事支出金の評価基準及び評価方法は、個別原価法を基礎とする原価法により、また、販売用不動産につい

　　ては、個別原価法を基礎とする低価法によっている。

３．有形固定資産の減価償却の方法は、定率法によっている。但し、平成１０年４月１日以降取得した建物（建物附

　　属設備を除く）については、定額法によっている。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定す

　　る方法と同一の基準によっている。

４．ソフトウェアの減価償却の方法は、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を、その他無形固定資産

　　については、定額法によっている。

５．貸倒引当金は、債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

　　定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を引当て計上している。

６．修繕引当金は、重機械類の大修繕に備えて当期までに負担すべき修繕見積額を引当て計上している。

７．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

　　き引当て計上している。

８．役員退職慰労引当金は、取締役、監査役及び執行役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく期末要支給額

　　の全額を引当て計上している。

９．リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

　　貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

10．ヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジ処理によっている。また、金利スワップの特例処理の要件を満たすものについ

　　ては、特例処理によっている。

11．消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

追　加　情　報

１．当期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成           

　　10 年6 月 16 日))を適用している。この結果、従来の方法によった場合と比較して、退職給付費用が793 百万円

　　減少し、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ 531 百万円増加している。

２．当期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成           

　　11 年1 月 22 日））を適用している。この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常利益は92 百万円減少

　　し、税引前当期純利益は1,729 百万円減少している。

　　また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、満期保有目的の債券のうち１年内に満期の到来するも

　　のは流動資産の有価証券として、それら以外は投資有価証券として表示している。その結果、期首時点における

　　流動資産の有価証券は10,312 百万円減少し、投資等の投資有価証券は10,312 百万円増加している。

３．当期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」（企業会計審

　　議会　平成 11 年 10 月 22 日））を適用している。この変更による財務諸表への影響は軽微である。
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６

注　記　事　項

（貸借対照表関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当　　期　　　　　　　　前　　期

１．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　４７，１２１百万円　  　４５，８８２百万円
２．自己株式の数及び貸借対照表価額　　　　　　　　　　　０千　株　　　　　　　　１千  株
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０百万円　　　　　　　　０百万円

３．保証債務額

　　　借入金に対する保証債務　　　　　　　　　　７，４０６百万円　　　　７，６３０百万円

    　マンション売買契約手付金の返済保証債務　　１，５１６百万円　　　　２，４８３百万円
・ 従業員の住宅取得資金借入についての金融機関への保証債務（965 百万円）に関しては、住宅資金貸付保険が

　付保されており、将来において実損が発生する可能性がないため、保証債務額から除外している。

・香港政庁（現中国・香港特別行政区、以下、発注者という。）より、カンプノンベルナール社（フランス国）・

　　　前田建設共同企業体（以下、ＪＶという。）が受注した下水道トンネル工事について、工事着手後の多量の湧水

　　　への対応に関して工事履行義務違反の通知を受け、ＪＶは当該措置を不当であるとして仲裁に付託していたが、

　　　2001 年１月にＪＶの義務違反を認定する等の裁定があった。ＪＶはこの仲裁裁定を不服として高等裁判所に上

　　　訴中である。なお、発注者からの損害賠償請求は未だ受けていない。

４．受取手形裏書譲渡高　　　　　　　　　　　　２４，６８９百万円　　　１８，０９７百万円

５．当期は期末日が金融機関の休業日のため、期末日満期手形を交換日に決済する処理を行なっている。その金額は

　　次のとおりである。

　　　受取手形  　　　　　　　　　　　　　　　　１，０５４百万円
　　　受取手形裏書譲渡高　　　　　　　　　　　　３，０８０百万円

６．商法第２９０条第 1項第６号の規定により利益の配当に充当することが制限されている純資産額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４，０５６百万円



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前田建設（個別）

７

リース取引関係

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

当　　期 前　　期

（Ｈ１２．４．１～Ｈ１３．３．３１） （Ｈ１１．４．１～Ｈ１２．３．３１）

取 得 価 額     

相 当 額     

減 価 償 却      

累計額相当額

期 末 残 高     

相 当 額     

取 得 価 額     

相 当 額     

減 価 償 却      

累計額相当額

期 末 残 高     

相 当 額     

車 両 運 搬 具       

　　百万円

　　２１８

　　　百万円

　　　１８２

　　百万円

　　　３５

　　百万円

　　２４６

　　　百万円

　　　２０９

　　百万円

　　　３６

工具・器具備品 　　４５５ 　　　２２８ 　　２２７ 　　４８９ 　　　１９０ 　　２９９

そ の 他       　　　　－ 　　　　　－ 　　　　－ 　　　　９ 　　　　　９ 　　　　－

合 計       　　６７４ 　　　４１０ 　　２６３ 　　７４５ 　　　４０９ 　　３３６

　　　（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

　　　　　　支払利子込み法により算定している。

（２）未経過リース料期末残高相当額

　　　　当　　期 　　　前　　期

１　年　内 　　　１１６百万円 　　１３１百万円

１　年　超 　　　１４６百万円 　　２０５百万円

合　　　計 　　　２６３百万円 　　３３６百万円

　　　（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

　　　　　　割合が低いため、支払利子込み法により算定している。

（３）支払リース料及び減価償却費相当額

　　　当　　期 　　　前　　期

支払リース料 　　１４３百万円 　　１４３百万円

減価償却費相当額 　　１４３百万円 　　１４３百万円

（４）減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

２．オペレーティング・リース取引

　　　未経過リース料

　　　　当　　期 　　　前　　期

１　年　内 　　　３６１百万円 　　２９６百万円

１　年　超 　　　１６１百万円 　　１４５百万円

合　　　計 　　　５２３百万円 　　４４１百万円



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前田建設（個別）

８

有価証券関係

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成１３年３月３１日現在）

該当事項なし。

２．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの（平成１３年３月３１日現在）　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

貸借対照表計上額 時　　　　価 　差　　　　額

（１）子会社株式 　　　　　　　７７５ 　　　　　３，４１６ 　　　　　２，６４１

（２）関連会社株式 　　　　　９，６１６ 　　　　１０，４３４ 　　　　　　　８１８

　　　合　　　計 　　　　１０，３９１ 　　　　１３，８５０ 　　　　　３，４５９

３．その他有価証券で時価のあるもの（平成１３年３月３１日現在）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

取　得　原　価 貸借対照表計上額 　差　　　　額

（１） 貸借対照表計上額が取得

　　　原価を超えるもの
　 　 　

　　　株　　　式 　　　　１６，９３５ 　　　　４２，３２４ 　　　　２５，３８８

　　　債　　　券

　　　　国債・地方債等 　　　　　　　２７７ 　　　　　　　３０５ 　　　　　　　　２８

　　　　そ の 他 　　　　　　　１６０ 　　　　　　　１８２ 　　　　　　　　２２

　　　そ　の　他 　　　　　　　　　－ 　　　　　　　　　－ 　　　　　　　　　－

　　　小　　　計 　　　　１７，３７３ 　　　　４２，８１２ 　　　　２５，４３９

（２）貸借対照表計上額が取得
　　　原価を超えないもの

　 　 　

　　　株　　　式 　　　　　３，１４０ 　　　　　２，３９６ 　　　　　　△７４３

　　　債　　　券

　　　　国債・地方債等 　　　　　　　　　－ 　　　　　　　　　－ 　　　　　　　　　－

　　　　そ の 他 　　　　　　　　　－ 　　　　　　　　　－ 　　　　　　　　　－

　　　そ　の　他 　　　　　１，８２９ 　　　　　１，３６９ 　　　　　　△４５９

　　　小　　　計 　　　　　４，９６９ 　　　　　３，７６５ 　　　　△１，２０３

　　　合　　　計 　　　　２２，３４２ 　　　　４６，５７８ 　　　　２４，２３５

４．当期中に売却したその他有価証券（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

売　却　額 売却益の合計額 売却損の合計額

９７１ １８３ １４７

５．時価のない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額（平成１３年３月３１日現在）
    (１) 満期保有目的の債券
   　　 非上場外国債券                     １，０００百万円
        非上場内国債券                     　　２００百万円
  　(２) 子会社株式及び関連会社株式
        子会社株式   　　　　　　　　　　　１，９１５百万円

        関連会社株式　　　　　             　　１１０百万円
    (３) その他有価証券
        非上場株式（店頭売買株式を除く）   ２，４０８百万円

        非上場証券投資信託の受益証券             ５０百万円

６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成１３年３月３１日現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

１年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超

（１）債　　券
　　　国債・地方債等 　　　　　　　－ 　　　　　３０５ 　　　　　　　－ 　　　　　　　－

　　　そ の 他 　　　　　　　－ 　　　　　１７１ 　　　１，２１０ 　　　　　　　－

（２）そ　の　他 　　　　　　　－ 　　　　　１４０ 　　　　　８９２ 　　　　　３８５

　　　合　　　計 　　　　　　　－ 　　　　　６１８ 　　　２，１０３ 　　　　　３８５



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前田建設（個別）

９

税効果会計関係

当　期（平成１３年３月３１日現在）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　　繰延税金資産

　　　　退職給付引当金損金算入限度超過額　　　　　　　　　　１０，１８７百万円

　　　　たな卸資産等有税評価減　　　　　　　　　　　　　　　　４，８５１

　　　　繰越欠損金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２，９６０

　　　　貸倒引当金損金算入限度超過額　　　　　　　　　　　　　２，１５６

　　　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６，８１０

　　　繰延税金資産小計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６，９６６

　　　評価性引当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 －
　　　繰延税金資産合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６，９６６

　　　繰延税金負債

　　　　その他有価証券評価差額金　　　　　　　　　　　　　△１０，６８４

　　　　固定資産圧縮積立金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△２７

　　　繰延税金負債合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　△１０，７１２

　　　繰延税金資産の純額　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６，２５４

　　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　　法定実効税率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４２．０％

　　　（調　整）

　　　　永久に損金に算入されない項目　　　　　　　　　　　　　　２０．６

　　　　永久に益金に算入されない項目　　　　　　　　　　　　　　△５．２

　　　　住民税均等割等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５．８

　　　税効果会計適用後の法人税等の負担率　　　　　　　　　　　　６３．２
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１０

建築・土木別　受注、完成、手持工事高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：百万円）

当　　期

（H12.4.1～H13.3.31）

前　　期

（H11.4.1～H12.3.31）
増　　減

　　　　　　　期　別

　区　分 金　額 　　　 ％ 金　額 　　　 ％ 金　額 　　　 ％
官公庁  　４０，１８６  　１６．７  　３１，１３６  　１３．０    　９，０４９  　２９．１

民　間  ２００，０４３  　８３．３  ２０９，０６３  　８７．０    △９，０１９  　△４．３建　築

（計） (２４０，２２９) (  ５８．１) (２４０，１９９) (  ５８．１) (　　　　　３０) (  　０．０)

官公庁  １１８，１９７  　６８．３  １２１，６８０  　７０．４  　△３，４８２ 　 △２．９

民　間  　５４，８９３  　３１．７  　５１，２１６  　２９．６  　　３，６７６  　　７．２土　木

（計） (１７３，０９１) (  ４１．９) (１７２，８９６) (  ４１．９) (　　　　１９４) (    ０．１)

官公庁  １５８，３８４  　３８．３  １５２，８１６  　３７．０  　　５，５６７  　　３．６

民　間  ２５４，９３７  　６１．７  ２６０，２８０  　６３．０ 　 △５，３４２  　△２．１

受
　
注
　
工
　
事
　
高

合　計

（計） (４１３，３２１) (１００．０) (４１３，０９６) (１００．０) (　　　　２２４) (  　０．１)

官公庁  　４３，４３１  　１８．５  　５３，６２５  　２２．８  △１０，１９３  △１９．０

民　間  １９１，４５３  　８１．５  １８１，１３５  　７７．２  　１０，３１７  　　５．７建　築

（計） (２３４，８８４) (  ５７．４) (２３４，７６０) (  ５６．５) (　　　　１２３) (  　０．１)

官公庁  １０７，２３２  　６１．５  １１５，３５３  　６３．８  　△８，１２１  　△７．０

民　間  　６７，０３７  　３８．５  　６５，５６５  　３６．２  　　１，４７１  　　２．２土　木

（計） (１７４，２６９) (  ４２．６) (１８０，９１８) (  ４３．５) (　△６，６４９) (  △３．７)

官公庁  １５０，６６３  　３６．８  １６８，９７８  　４０．７  △１８，３１４  △１０．８

民　間  ２５８，４９０  　６３．２  ２４６，７０１  　５９．３  　１１，７８９  　　４．８

完
　
成
　
工
　
事
　
高

合　計

（計） (４０９，１５３) (１００．０) (４１５，６７９) (１００．０) (　△６，５２５) (  △１．６)

官公庁  　６１，４０１  　１８．２  　６４，６４６  　１９．４  　△３，２４４  　△５．０

民　間  ２７６，５３３  　８１．８  ２６７，９４２  　８０．６  　　８，５９０  　　３．２建　築

（計） (３３７，９３４) (  ４４．３) (３３２，５８９) (  ４３．８) (　  ５，３４５) (    １．６)

官公庁  ２９８，７８２  　７０．２  ２８７，８１６  　６７．５  　１０，９６５  　　３．８

民　間  １２６，６１１  　２９．８  １３８，７５５  　３２．５  △１２，１４３  　△８．８土　木

（計） (４２５，３９４) (  ５５．７) (４２６，５７２) (  ５６．２) (  △１，１７７) (  △０．３)

官公庁  ３６０，１８３  　４７．２  ３５２，４６３  　４６．４  　　７，７２０  　　２．２

民　間  ４０３，１４４  　５２．８  ４０６，６９８  　５３．６  　△３，５５３  　△０．９

　
手
　
持
　
工
　
事
　
高
合　計

（計） (７６３，３２８) (１００．０) (７５９，１６１) (１００．０) (  　４，１６７) (  　０．５)

（％欄カッコ内は建築・土木百分比）
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　　（主要受注工事）

発注者（敬称略） 工　　　　　事　　　　　名 工事場所

法 務 省          東京入国管理局庁舎新営（建築）第１期工事 東 京 都

（学）大 妻 学 院       大妻女子大学新千代田図書館（仮称）新築工事 東 京 都

（仮称）ＭＭ２１－３９街区マンション新築工事（第Ⅰ期棟
三 菱 地 所        (株)

及び第Ⅱ期棟）
神奈川県

新杉田駅前地区市街地 新杉田駅前地区第一種市街地再開発事業（仮称）新杉田駅前

再 開 発 組 合          地区市街地再開発ビル新築工事
神奈川県

室町一丁目地区市街地

建
　
　
　
築

再 開 発 組 合          
室町一丁目地区第一種市街地再開発事業施設建築物新築工事 福 岡 県

北 海 道 電 力        (株) 京極発電所新設工事の内土木本工事（第４工区） 北 海 道

福 島 県          木戸ダム建設（本体）工事 福 島 県

日 本 道 路 公 団          第二東名高速道路岡部トンネル（その２）工事 静 岡 県

関西国際空港用地造成(株) ２期空港島埋立工事（直投その２） 大 阪 府

土
　
　
　
木

九 廣 鉄 路 公 司          東部延長線タイワイ駅建設工事（ＴＣＣ４００工区） 中　　国

　　（主要完成工事）

発注者（敬称略） 工　　　　　事　　　　　名 工事場所

都 市 基 盤 整 備 公 団          南千住Ｅ街区北棟（民間）建設工事 東 京 都

新子安駅西地区市街地

再 開 発 組 合          
新子安駅西地区第一種市街地再開発事業施設建築物建設工事 神奈川県

横 浜 市          環境事業局金沢工場（仮称）建設工事（建築工事） 神奈川県

北 陸 電 力        (株) 敦賀火力発電所２号機増設工事のうちタービン建屋等工事 福 井 県

西宮北口駅南地区         10 西宮北口駅南地区 10街区第一種市街地再開発事業に伴う施

建
　
　
　
築

街区市街地再開発組合          設建築物新築工事
兵 庫 県

国 土 交 通 省          一般国道２２９号古平町豊浜トンネル工事 北 海 道

女川原子力発電所第３号機新設工事のうち復水器冷却用水路
東 北 電 力        (株)

他工事
宮 城 県

東京都地下鉄建設(株) 地下鉄１２号線環状部清澄工区建設工事 東 京 都

日 本 鉄 道 建 設 公 団          臨海、品川埠頭Ｔ他２ 東 京 都

北陸農政局日野川用水（二期）農業水利事業桝谷ダム第三期

土
　
　
　
木

農 林 水 産 省          
建設工事

福 井 県
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１２

役員の異動

　該当事項なし。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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